(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：社会福祉費　目：社会福祉諸費
	事業名: 地域生活定着支援事業運営委託費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　　　
　　　　　　　　　　　健康福祉部 地域福祉国保課 地域福祉担当　電話番号：058-272-8261
E-mail：c11219@pref.gifu.lg.jp　　　　　　　　　　　　　　　　
	事業費


　要求額：21,500千円（前年度予算額：17,000千円）
	事業内容


	１　事業の内容


　　高齢または障がいを有するため福祉的な支援を必要とする矯正施設の出所予定者について、本人が矯正施設入所中から、出所後直ちに福祉サービス（障がい者手帳の発給、福祉施設への入所等）に繋げる準備を進め、出所予定者の社会復帰を支援するため、「地域生活定着支援センター」を設置する。
（地域生活定着支援センターの業務内容）

　　・コーディネート業務

　　　退所までに、福祉サービス利用に必要な準備（帰住地の設定、療育手帳の修得、

障害年金等の受給申請等）を行う。また、社会福祉士が適切な福祉サービスをコー

ディネートする。
・フォローアップ業務

本人を受け入れた社会福祉施設等を定期的に訪問し、本人対する処遇、福祉サービスの利用等に関する助言を行う。また、本人の希望に応じ、就労による社会復帰をフォローアップする。

・相談支援業務

　　　　矯正施設からの退所に備え、福祉サービスの利用に繋げるための相談を行う。ま

た必要な場合は、法律面での相談にも応じる。

・関係諸機関との連携

・啓発活動
	２　所要経費


　　地域生活定着支援センター運営委託料　21,500千円　
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


	２　これまでの取組状況


　　厚生労働省は、平成21年度に各都道府県に「地域生活定着支援センター」を整備する方針を示し、岐阜県では平成22年1月に県立寿楽苑内（岐阜市）にセンターを開設し、保護観察所と協働して、矯正施設等の出所予定者の社会復帰を支援している。
・コーディネート業務 ：Ｈ22実績　21件
　矯正施設内での面接により福祉サービス等に係るニーズの確認等を行い、受け入れ先施設の斡旋、及び福祉サービスに係る申請支援等を行った。
・フォローアップ業務 ：Ｈ22実績  8件
　上記の斡旋により、矯正施設から退所した後、社会福祉施設等を利用している方に関して、受け入れ施設等に対して必要な助言を行った。
・相談支援業務：Ｈ22実績  24件
  矯正施設出所予定者の福祉サービス等の利用に関して、本人又はその関係者からの相談に応じて、助言やその他必要な支援を実施
・啓発活動
  平成22年度地域生活定着支援センター普及啓発研修会等の実施　
	　３　これまでの取組に対する評価


　　福祉の支援が必要な方に対し、保護観察所、刑務所、更生施設及び関係市町村等と協働して、地域の中で自立した日常生活を送ることができるように継続的な支援を行っている。司法と福祉が連携して、矯正施設等の出所者の社会復帰を支援することで、再犯防止へと繋げている。

	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	17,000
	17,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	21,500
	21,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	決定額
	21,500
	21,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


